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   前橋市市税条例の改正について 

  

  令和６年７月２日提出 

                        前橋市長 小 川   晶   

  

  

   前橋市市税条例の一部を改正する条例 

  

 前橋市市税条例（昭和２６年前橋市条例第３０２号）の一部を次のように改正す

る。 

 第３９条の６第１項前段中「若しくは金銭」を削り、同項第９号を次のように改め

る。 

 (9) 所得税法第７８条第２項第４号に規定する公益信託の信託財産とするために支

出した当該公益信託に係る信託事務に関連する寄附金 

 第５７条各号列記以外の部分中「第６４条第４項」を「第１５２条第５項」に改め

る。 

 附則第２条の２の３を削る。 

 附則第１５条の２第１項中「３分の１」を「２分の１」に改め、同条中第７項を第

９項とし、第６項を第８項とし、第５項を第６項とし、同項の次に次の１項を加え

る。 

７ 法附則第１５条第３８項に規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

附則第１５条の２中第４項を第５項とし、第３項の次に次の１項を加える。 

４ 法附則第１５条第２５項第２号に規定する条例で定める割合は、７分の６とす

る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

 (1) 第５７条各号列記以外の部分の改正規定 令和７年４月１日 

 (2) 第３９条の６第１項の改正規定及び附則第２条の２の３を削る改正規定並びに

次項の規定 公益信託に関する法律（令和６年法律第３０号）の施行の日の属す

る年の翌年の１月１日 

 （市民税に関する経過措置） 



２ 所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条第１項の規

定の適用がある場合における改正後の前橋市市税条例（以下「新条例」とい

う。）第３９条の６第１項第９号の規定の適用については、同号中「寄附金」と

あるのは、「寄附金（所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）

附則第３条第１項の規定によりなおその効力を有するものとされる同法第１条の

規定による改正前の所得税法第７８条第３項の規定により特定寄附金とみなされ

るものを含む。）」とする。 

（固定資産税及び都市計画税に関する経過措置） 

３ 新条例附則第１５条の２第１項の規定は、令和６年４月１日以後に新たに取得さ

れる地方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号。以下この項におい

て「改正法」という。）第１条の規定による改正後の地方税法（昭和２５年法律

第２２６号。以下「新法」という。）附則第１５条第２項第１号に規定する汚水

又は廃液の処理施設に対して課すべき令和７年度以後の年度分の固定資産税につ

いて適用し、平成２６年４月１日から令和６年３月３１日までの間に新たに取得

された改正法第１条の規定による改正前の地方税法（以下「旧法」という。）附

則第１５条第２項第１号に規定する汚水又は廃液の処理施設に対して課する固定

資産税については、なお従前の例による。 

４ 新条例附則第１５条の２第４項の規定は、令和６年４月１日以後に新たに取得さ

れる新法附則第１５条第２５項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対

して課すべき令和７年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和２年４

月１日から令和６年３月３１日までの間に新たに取得された旧法附則第１５条第

２５項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課する固定資産税に

ついては、なお従前の例による。 

５ 新条例附則第１５条の２第７項の規定は、令和６年４月１日以後に新たに整備さ

れる新法附則第１５条第３８項に規定する滞在快適性等向上施設等の用に供する

固定資産に対して課すべき令和７年度以後の年度分の固定資産税について適用

し、都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和２年法律第４３号）の施

行の日から令和６年３月３１日までの間に整備された旧法附則第１５条第３９項

に規定する滞在快適性等向上施設等の用に供する固定資産に対して課する固定資

産税及び都市計画税については、なお従前の例による。 

 

 


